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1. ｢労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために事業者が講ずべき措置に関する

指針｣の適用開始 

 

 ｢労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために事業者が講ずべき措置に関する指針｣(以下、｢本指針｣といいま

す。)が、2019 年 4 月 1 日より適用されます。本指針は、厚生労働省が、｢働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する

法律｣による改正後の労働安全衛生法第 104 条第 3 項及びじん肺法(昭和 35 年法律第 30 号)第 35 条の 3 第 3 項に基づき、

2018 年 9 月 7 日に公表したものです。 

 事業者は、労働安全衛生法に基づく健康診断等の健康確保措置や任意に行う労働者の健康管理活動を通じて労働者の心身

の状態に関する情報を得ることになるところ、当該情報のほとんどが個人情報の保護に関する法律(平成 15 年法律第 57 号。以

下、｢個人情報保護法｣といいます。)第 2 条第 3 項に規定する｢要配慮個人情報｣に該当する機微な情報であることを踏まえ、本

指針では、当該情報の取扱いに関する原則を明らかにしつつ、事業者が策定すべき取扱規程の内容、策定の方法、運用等につ

いて定めています。 

 本指針は、あくまでも労働者の心身の状態に関する情報の取扱いに関する原則を示すものであり、事業者は各事業場の状況

に応じて、心身の状態の情報が適切に取り扱われるようその趣旨を踏まえつつ、本指針に示された内容と異なる取扱いを行うこ

とも可能です。もっとも、その場合には、労働者に対して、当該事業場における心身の状態の情報を取り扱う方法と、そのような取

扱いを採用する理由を説明する必要があるとされています。 

 各事業者は本指針を踏まえ、取扱規程の策定等必要な措置を本年 4 月までに検討することが望まれます。 

｢労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために事業者が講ずべき措

置に関する指針｣の適用開始 
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2. 事業者において対応を検討すべき主要な項目 

 

 本指針に示された原則の詳細は、冒頭のリンク先をご確認頂ければと思いますが、事業者において具体的に作業が必要とな

る、対応を検討すべき主要な項目をいくつか紹介すると、以下のとおりです。 

 

(1) 心身の状態の情報の取扱規程の策定・運用 

 心身の状態の情報が、労働者の健康確保措置の実施や事業者が負う民事上の安全配慮義務の履行の目的の範囲内で

適正に使用され、事業者による労働者の健康確保措置が十全に行われるよう、事業者は、労使関与の下で当該事業場に

おける取扱規程を定め、周知を行い、情報を取り扱う者への教育の実施等、その運用を適切に行う必要があります。 

 

(2) 心身の状態の情報の適正な管理 

 心身の状態の情報を適正に管理するための組織的・技術的な措置を講じる必要があります。具体的には、心身の状態の

情報を正確・最新に保つための措置、漏えい等の防止のための措置、目的に照らして保管の必要がなくなった情報の適切

な消去等のための措置を講ずべきとされています。 

 

(3) 心身の状態の取扱いの原則の遵守 

 本指針では、情報の性質に応じて、取扱いの原則を 3 つのレベルに整理しており、事業者は、自らが取り扱う心身の状態

の情報がそれぞれどの情報にあたるかを整理し、対応を検討する必要があります。 

 特に、労働安全衛生法令において事業者が直接取り扱うことについて規定されていない情報(本指針の分類でいうところ

の③)については、個人情報保護法第 17 条第 2 項各号に該当しない限り、その取得にあたって労働者本人の同意を得る必

要がある点に注意が必要です(なお、労働者本人が自発的に事業者に提出した心身の状態の情報については、労働者本

人の同意を得たものと解されます。)。 
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